
平成１２年度山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算について

１ 一般会計決算の概況
（単位：円、％）

区 分 平成１２年度 平成１１年度 増 減 額 増減率

歳 入 総 額 Ａ 532,402,793,167 536,823,565,475 －4,420,772,308 － 0.8

歳 出 総 額 Ｂ 516,036,100,517 521,187,651,813 －5,151,551,296 － 1.0

歳入歳出差引額 Ａ－Ｂ 16,366,692,650 15,635,913,662 730,778,988 4.7

（形式収支額） ＝Ｃ

翌年度繰越財源額 Ｄ 13,960,019,742 13,519,731,583 440,288,159 3.3

実質収支額 Ｃ－Ｄ＝Ｅ 2,406,672,908 2,116,182,079 290,490,829 13.7

前年度実質収支額 Ｆ 2,116,182,079 1,157,910,142

単年度収支額Ｅ－Ｆ＝Ｇ 290,490,829 958,271,937 －667,781,108 －69.7

積 立 額 Ｈ 24,437,504 25,640,195 －1,202,691 －4.7

繰 上 償 還 額 Ｉ 0 0

積 立 金 取 崩 額 Ｊ 0 0

実質単年度収支額

Ｇ＋Ｈ＋Ｉ－Ｊ＝Ｋ 314,928,333 983,912,132 －668,983,799 －68.0

○ 歳入総額は、５，３２４億２７９万３，１６７円

歳出総額は、５，１６０億３，６１０万５１７円となった。

○ 歳入は、前年度決算額より４４億２，０７７万円余、０．８％の減、歳出は、５１億

５，１５５万円余、１．０％の減とそれぞれ前年度を下回ることとなった。

○ 歳入歳出差引額（形式収支）は、１６３億６，６６９万円余で、平成１３年度への繰越財源額

１３９億６，００１万円余を差し引いた実質収支額は、２４億６６７万円余の黒字となった。

○ 平成１２年度の実質収支額から、前年度実質収支額の２１億１，６１８万円余を差し引いた

単年度収支額は、２億９，０４９万円余の黒字となった。

さらに、単年度収支額に積立額２，４４３万円余を加えた実質単年度収支は、３億１，４９２

万円余となり、８年連続で黒字となった。



（歳入の状況）

○総 括

予 算 現 額 ５，９１８億１，５１７万６，１４５円

調 定 額 ５，３７１億２，０９４万１，５５３円

収 入 済 額 ５，３２４億 ２７９万３，１６７円

不納欠損額 ２億３，３９２万５，４３１円

収入未済額 ４４億８，４２２万２，９５５円

収入率は、予算現額に対し９０．０％、調定額に対し９９．１％となった。

（前年度収入率 対予算現額９１．１％、対調定額９９．２％）

また、収入済額を前年度と比べると、４４億２，０７７万円余、０．８％の減となった。

（前年度増減率 ４．０％減）

不納欠損額は、既に調定された歳入で徴収ができないと、法令等に根拠を置き認定されたもの

であるが、このうち主なものは県税である。

収入未済額は、調定後、出納閉鎖までに収納されなかったもので、このうち県税が８７．６％、

使用料及び手数料（県営住宅使用料等）が７．６％を占めている。

○主なもの

県 税

収入済額は、１，０２１億９１０万円余で、前年度に比べ、９９億７，８１８万円余、

１０．８％の増となった。

これは、県民税利子割 ７０億４，４７８万円、法人事業税 ４５億２，２３７万円、

法人県民税 ３億２，６３５万円の増、特別地方消費税 ９億５，８８９万円、軽油引取税

４億９，９１５万円の減等によるものである。

地方消費税清算金

収入済額は、１７４億３，５２３万円余で、前年度に比べ、５億３，１９２万円余、

３．１％の増となった。

地方譲与税

収入済額は、１２億７，６３３万円余で、前年度に比べ、２，６３１万円余、２．１％の増

となった。

これは、地方道路譲与税 ２，５９７万円の増等によるものである。

地方特例交付金

収入済額は、６億３，９４６万円余で、前年度に比べ、１億６，２７３万円余、２０．３％

の減となった。



地方交付税

収入済額は、１，７３８億６，４４４万円余で、前年度に比べ、６２億８５３万円余、

３．７％の増となった。

これは、普通交付税 ６０億６，０６６万円の増等によるものである。

分担金及び負担金

収入済額は、９２億２，４９５万円余で、前年度に比べ、４，０３３万円余、０．４％の減

となった。

これは、農地費負担金（土地改良費負担金等） １億９，５９０万円、都市計画費負担金

１億６，７３３万円の増、道路橋りょう費負担金 ２億８，２０６万円の減等によるもの

である。

使用料及び手数料

収入済額は、９０億３，６１４万円余で、前年度に比べ、１億３，４５６万円余、１．５％

の増となった。

これは、水利使用料 １億１，７８５万円、あけぼの医療福祉センター使用料

３，４０１万円の増、道路使用料 ４，３４６万円の減等によるものである。

国庫支出金

収入済額は、１，１３０億６，４７７万円余で、前年度に比べ、８３億７０４万円余、

６．８％の減となった。

これは、総務費国庫補助金 ９億９，１９７万円、総務費国庫委託金 ９億９，８５８万

円の増、土木費国庫補助金 ８０億５，８３８万円、商工費国庫補助金 １４億５，７５１

万円、労働費国庫補助金 １２億６８万円、農林水産業費国庫補助金 ９億８，７４３万円

の減等によるものである。

財産収入

収入済額は、６億９，６２３万円余で、前年度に比べ、１億５，８４７万円余、１８．５％

の減となった。

これは、不動産売払収入 ８，４５７万円、財産貸付収入 ６，１８８万円の減等による

ものである。



繰 入 金

収入済額は、１０億４，１９６万円余で、前年度に比べ、３億７，８４２万円余、

５７．０％の増となった。

これは、緊急地域雇用特別基金繰入金 ２億９，６４８万円、流域下水道事業特別会計繰

入金 １億２，３３５万円の増、中山間地域等直接支払基金繰入金 ２億２，４６１万円の

皆増、市町村振興資金特別会計繰入金 ３億円の皆減等によるものである。

諸 収 入

収入済額は、１７７億９，０３５万円余で、前年度に比べ、４億８，０５８万円余、

２．６％の減となった。

これは、貸付金等償還金 ２８億６，５３５万円の増、雑入 ３０億７，２０９万円の減

等によるものである。

県 債

収入済額は、７０１億４００万円で、前年度に比べ、１０７億６，５００万円、１３．３％

の減となった。

これは、減税補てん債 ５億５，８００万円、災害復旧事業債 ８，９００万円の増、

一般補助事業債 ９２億３，４００万円、単独事業債 ２１億７，８００万円の減によるも

のである。



（歳出の状況）

○総 括

予 算 現 額 ５，９１８億１，５１７万６，１４５円

支 出 済 額 ５，１６０億３，６１０万 ５１７円

翌年度繰越額 ６４３億６，８２７万１，６６０円

不 用 額 １１４億１，０８０万３，９６８円

支出済額は、前年度に比べ５１億５，１５５万円余、１．０％の減となっている。

（前年度増減率 ３．８％減）

予算現額に対する執行率は、８７．２％であり、前年度の執行率８８．４％に比べ、１．２

ポイントの減となっている。

○主なもの

総 務 費

支出済額は、２５３億９，７４１万円余で、前年度に比べ、４０億１，３３３万円余、

１３．６％の減となった。

これは、一般財産管理費 ７億４，６０６万円の増、境川土捨場用地取得費 ４０億

５，３０２万円、法人二税等償還金 １３億９，１４１万円の減等によるものである。

民 生 費

支出済額は、３１９億４，２０１万円余で、前年度に比べ、１２億３，４４８万円余、

４．０％の増となった。

これは、介護保険事業費 ２７億６５１万円の増、介護保険財政安定化基金事業費 ４億

５，９００万円の皆増、育精福祉センター費 １２億６，１３８万円、施設入所老人対策費

１０億５，６９７万円の減等によるものである。

衛 生 費

支出済額は、１２５億６，４４８万円余で、前年度に比べ、４億６，２８１万円余、３．８％

の増となった。

これは、看護婦確保対策費 １億８，１８２万円、災害医療対策費 １億７，６７０万円

、乳幼児医療対策費 １億１，７２０万円の増、救急医療情報システム運営費 ６，２１５

万円の減等によるものである。

労 働 費

支出済額は、２３億２，４７５万円余で、前年度に比べ、９億８，７９１万円余、

２９．８％の減となった。

これは、緊急地域雇用対策事業費 ２億６，０９７万円の増、緊急地域雇用特別基金積立

金 １１億２，２０９万円、産業技術短期大学校管理費 １億１，７１０万円の減等による

ものである。



農林水産業費

支出済額は、７１０億８，９５１万円余で、前年度に比べ、１８億２，５６１万円余、

２．５％の減となった。

これは、農業経営構造対策事業費 ８億５，１１１万円、土地改良費 ５億９，１０７万

円の増、やまなしの花総合振興対策費 １０億８，９８０万円、林道開設費 ７億

５，４５７万円の減等によるものである。

商 工 費

支出済額は、１５０億２，９８７万円余で、前年度に比べ、４０億７２０万円余、２１.０％

の減となった。

これは、資金対策費 １７億８，３３９万円、信用補完対策費 ７億８，１５０万円の

減、開放型研究開発支援施設整備事業費 １３億１，１１６万円の皆減等によるものであ

る。

土 木 費

支出済額は、１，２７０億８，９９１万円余で、前年度に比べ、１２７億８，４７７万円余、

９．１％の減となった。

これは、道路橋りょう費 ５６億１，６６５万円、都市計画費 ３５億９，４７６万円、

河川砂防費 ２７億８，０９７万円の減等によるものである。

警 察 費

支出済額は、２２３億３，８４２万円余で、前年度に比べ、８億２，６２２万円余、

３．６％の減となった。

これは、駐在所建設費 １億３，４０２万円の増、石和警察署建設費 ８億３２２万円

、警察官待機宿舎建設費 ３億３，２６４万円の皆減等によるものである。

教 育 費

支出済額は、９８４億６，１０２万円余で、前年度に比べ、２０億４，１５７万円余、

２．１％の増となった。

これは、養護学校等施設整備費 １０億２，９４３万円、第５６回冬季国体開催費 ２億

２，９０７万円の増、スケート競技施設建設事業費 ６億１，６２２万円の減等によるもの

である。



災害復旧費

支出済額は、２８億２，７９９万円余で、前年度に比べ、５，２０１万円余、１．９％の増

となった。

これは、土木施設災害復旧費 １億８，７７２万円の増、農林水産施設災害復旧費 １億

３，５７１万円の減によるものである。

公 債 費

支出済額は、７００億９，２４２万円余で、前年度に比べ、３２億５，０１２万円余、

４．９％の増となった。

これは、一般公共事業債 ２４億７，２０８万円、一般単独事業債 １０億９，７３４万

円の増、災害復旧事業債 ２億４，２５０万円の減等によるものである。

諸支出金

支出済額は、３５８億１，４２９万円余で、前年度に比べ、１２２億５，３０６万円余、

５２．０％の増となった。

これは、県債管理基金積立金 ５０億３７万円、利子割交付金 ３７億６，９６９万円、

公共施設整備等事業基金積立金 ２９億９，９３８万円の増等である。



２ 特別会計決算の概況
（単位：円、％）

区 分 平成１２年度 平成１１年度 増 減 額 増減率

歳 入 総 額 Ａ 173,889,112,433 177,184,914,648 － 3,295,802,215 － 1.9

歳 出 総 額 Ｂ 159,851,539,045 166,692,935,511 － 6,841,396,466 － 4.1

歳入歳出差引額 Ａ－Ｂ 14,037,573,388 10,491,979,137 3,545,594,251 33.8

（形式収支額） ＝Ｃ

翌年度繰越財源額 Ｄ 1,649,727,898 880,325,779 769,402,119 87.4

実質収支額 Ｃ－Ｄ＝Ｅ 12,387,845,490 9,611,653,358 2,776,192,132 28.9

○ 特別会計は、恩賜県有財産特別会計など１２会計である。

○ 歳入総額は、１，７３８億８，９１１万２，４３３円

歳出総額は、１，５９８億５，１５３万９，０４５円となった。

○ 歳入は、前年度決算額より３２億９，５８０万円余、１．９％の減、歳出は、６８億

４，１３９万円余、４．１％の減となった。

○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、１４０億３，７５７万円余で、平成１３年度への繰越

財源額１６億４，９７２万円余を差し引いた実質収支額は、１２３億８，７８４万円余となり、

１０会計が黒字、２会計が収支同額となった。

○ 歳入のうち主なもの

・ 恩賜県有財産特別会計は、１１７億９，８２４万円余で、前年度に比べ、４億８，２１８

万円余、３．９％の減となった。

（ 繰越金 ２億８，１２８万円の増、県補助金 ３億７，４１４万円、財産売払収入

１億８，５４３万円、県債 ２億２，５００万円の減等による。）

・ 中小企業近代化資金特別会計は、８６億３，５４６万円余で、前年度に比べ、７億

９，４８７万円余、８．４％の減となった。

（ 繰越金 ４億４，４１７万円の増、県債 ８億８，５１８万円、貸付金償還金 ４億

７０５万円の減等による。）

・ 商工業振興資金特別会計は、５６億５，８２４万円余で、前年度に比べ、１４億

９，６４３万円余、３６．０％の増となった。

（ 繰越金 １４億８，９６５万円の増等による。）

・ 流域下水道事業特別会計は、１５１億８，６４７万円余で、前年度に比べ、４２億

７，２７６万円余、２２．０％の減となった。

（ 県補助金 ３３億５４８万円、県債 ８億８，９００万円の減等による。）



○ 歳出のうち主なもの

・ 恩賜県有財産特別会計は、８９億６，４５５万円余で、前年度に比べ、３億８，２９９

万円余、４．１％の減となった。

（ 公債費 ２億３，００５万円、交付金 １億５，１４６万円の増、事業費 ６億

８，８４６万円の減等による。）

・ 中小企業近代化資金特別会計は、６１億４，８３３万円余で、前年度に比べ、１０億

９，８１５万円余、１５．２％の減となった。

（ 高度化資金貸付金 １２億５，３２５万円の減等による。）

・ 商工業振興資金特別会計は、１０億５６０万円余で、前年度に比べ、９，９９３万円余、

９．０％の減となった。

（ 商工業振興資金貸付金 １億３４３万円の減による。）

・ 流域下水道事業特別会計は、１２９億７，７２２万円余で、前年度に比べ、５０億８０１

万円余、２７．８％の減となった。

（ 流域下水道事業費 ５５億２，４５０万円の減等による。）


